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１．企１．企１．企１．企    業業業業    集集集集    団団団団    のののの    状状状状    況況況況
ＤＮＰグループは、当社及び子会社１１０社、関連会社９社で構成され、印刷事業及び清涼飲料事業

において情報コミュニケーション、生活・産業、エレクトロニクス、清涼飲料に関連する事業活動を

行っております。

ＤＮＰグループの事業に係る位置づけ等は、次のとおりです。

【印刷事業】

≪情報コミュニケーション部門≫

教科書、一般書籍、週刊・月刊・季刊等の雑誌類、広告宣伝物、有価証券類、事務用帳票類、カー

ド類、事務用機器及びシステム等の製造・販売、店舗及び広告宣伝媒体の企画、設計、施工、監理など

　 ［主な関係会社］

(製　　　　　造)     大日本製本㈱、㈱エスピー大日本、大日本アート㈱、大日本オフセット㈱、

㈱大日本テクタス市谷、㈱大日本トータルプロセス市谷、㈱大日本トータ

ルプロセス長岡、㈱大日本トータルプロセスビーエフ、㈱大日本トータル

プロセス前橋、㈱大日本物流システム市谷、㈱大日本物流システム商印、

大日本ユニプロセス㈱、㈱ディー・エヌ・ピー・グラフィカ、㈱ディー・

エヌ・ピー・テクタスビーエフ、㈱ディー・エヌ・ピー・デジタルコム、

㈱ディー・エヌ・ピー・データテクノ、㈱ディー・エヌ・ピー・メディア

クリエイト、㈱ディー・エヌ・ピー・メディアクリエイト関西、㈱ＤＮＰ

データテクノ関西、㈱マルチプリント、㈱和幸社

(製 造・販 売)     テン・ワ・プレス（プライベート）リミテッド

(販売・サービス)     大日本開発㈱、㈱ダイレック、マイポイント・ドット・コム㈱

　　　　　　　　　 ※ 教育出版㈱

≪生活・産業部門≫

容器及び包装資材、包装用機器及びシステム、建築内外装資材、産業資材等の製造・販売

　 ［主な関係会社］

(製　　　　　造)     ㈱アイ・エム・エス大日本、相模容器㈱、大日本カップ㈱、大日本印刷建

材㈱、大日本印刷テクノパック㈱、大日本印刷テクノパック関西㈱、大日

本印刷テクノパック横浜㈱、大日本エリオ㈱、大日本ポリマー㈱、ディー・

エヌ・ピー産業資材㈱、㈱ＤＮＰテクノパック東海

(製 造・販 売)     大日本樹脂㈱、大日本包装㈱、ピー・ティー・ディー・エヌ・ピー・イン

ドネシア、ディー・エヌ・ピー・アイ・エム・エス・アメリカ・コー

ポレーション
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≪エレクトロニクス部門≫

電子精密部品等の製造・販売

   ［主な関係会社］

(製　　　　　造)     大日本印刷ファインエレクトロニクス㈱、大日本印刷プレシジョンデバイ

ス㈱、大日本エルエスアイデザイン㈱、大日本ミクロテクニカ㈱

(製 造・販 売)     アドバンスト・カラーテック㈱、ディー・ティー・サーキットテクノロジ

ー㈱、ディー・ティー・ファインエレクトロニクス㈱、ディー・エヌ・ピ

ー・タイワン・カンパニー・リミテッド、ディー・エヌ・ピー・デンマー

ク・エー・エス、ディー・エヌ・ピー・エレクトロニクス・アメリカ・エ

ル・エル・シー、ディー・エヌ・ピー・フォトマスク・ヨーロッパ・エス・

ピー・エー

　　　　　　　　　　※ ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱

＜その他、複数の事業を行う関係会社＞

(製 造・販 売)     北海道大日本印刷㈱、東北大日本印刷㈱、東海大日本印刷㈱、四国大日本

印刷㈱、九州大日本印刷㈱、ザ・インクテック㈱、㈱ディー・エヌ・ケー

(販売・サービス)     ㈱ディー・エヌ・ピー・ロジスティクス、大日本商事㈱、㈱ディー・エヌ・

ピー・ファシリティサービス、ディー・エヌ・ピー・コーポレーション・ユ

ー・エス・エー、ディー・エヌ・ピー・アメリカ・エル・エル・シー、ディー・

エヌ・ピー・ホールディング・ユー・エス・エー・コーポレーション

【清涼飲料事業】

≪清涼飲料部門≫

　　清涼飲料部門として、北海道コカ・コーラボトリング㈱を中心としてコーラ、ジュース類を製造・

販売しております。

　　なお、北海道コカ・コーラボトリング㈱は、東京証券取引所、札幌証券取引所に上場しております。

　（注）※ 持分法適用関連会社
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　　　　　　　　　　　 顧　　客

大日本製本㈱
㈱エスピー大日本
大日本アート㈱
大日本オフセット㈱
㈱大日本テクタス市谷
㈱大日本トータルプロセス市谷
㈱大日本トータルプロセス長岡
㈱大日本トータルプロセスビーエフ
㈱大日本トータルプロセス前橋
㈱大日本物流システム市谷
㈱大日本物流システム商印
大日本ユニプロセス㈱
㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･グラフィカ
㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･テクタスビーエフ
㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･デジタルコム
㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･データテクノ
㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･メディアクリエイト
㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･メディアクリエイト関西
㈱ ＤＮＰデータテクノ関西
㈱マルチプリント
㈱和幸社

【事 業 系 統 図】

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。

【清涼飲料部門】

（注）　※　：持分法適用関連会社
　　　　　　：製品・材料・サービスの流れ

【生活・産業部門】【情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部門】 【ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ部門】

印 刷 事 業
清涼
飲料
事業

（製造）

北
海
道
コ
カ
・
コ
ー
ラ
ボ
ト
リ
ン
グ
㈱

（
製
造
・
販
売
）

P.T.ﾃﾞｨ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ IMS ｱﾒﾘｶ Corp．

（製造・販売）

ﾃﾝ･ﾜ･ﾌﾟﾚｽ(Pte.)Ltd.

（製造・販売）

ﾃ゙ ｨー ･ｴﾇ・ﾋ゚ ･ーﾀｲﾜﾝ Co.,Ltd.
ﾃ゙ ｨー ･ｴﾇ・ﾋ゚ ･ーﾃﾞﾝﾏｰｸ A/S
ﾃ゙ ｨー ･ｴﾇ・ﾋ゚ ･ーｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ･ｱﾒﾘｶ,LLC
ﾃ゙ ｨー ･ｴﾇ・ﾋ゚ ･ーﾌｫﾄﾏｽｸ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ SpA

（製造・販売）

　　大　日　本　印　刷　㈱大　日　本　印　刷　㈱大　日　本　印　刷　㈱大　日　本　印　刷　㈱

北海道大日本印刷 ㈱　 　   東北大日本印刷 ㈱
東海大日本印刷 ㈱ 　四国大日本印刷 ㈱
九州大日本印刷 ㈱

大日本印刷ファインエレクトロニクス ㈱
大日本印刷プレシジョンデバイス㈱
大日本エルエスアイデザイン㈱
大日本ミクロテクニカ㈱

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ｶﾗｰﾃｯｸ㈱
ﾃﾞｨｰ･ﾃｨｰ･ｻｰｷｯﾄﾃｸﾉﾛｼﾞｰ ㈱
ﾃﾞｨｰ･ﾃｨｰ･ﾌｧｲﾝｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ ㈱
※ ﾃﾞｨｰ･ｴｰ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ ㈱

大日本樹脂㈱
大日本包装㈱

大日本開発㈱
㈱ダイレック
ﾏｲﾎ ｲ゚ﾝﾄ･ﾄ゙ ｯﾄ・ｺﾑ ㈱
※ 教育出版㈱

（販売・サービス提供）

（製造・販売）

（製造・販売）

（製造・販売）

ザ・インクテック ㈱　　　　　　　　　　　　㈱ ディー・エヌ・ケー　　　　　 　　　　　　　　　　　　      　　 （製造・販売）
㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･ロジスティクス　　　　  　大日本商事㈱　　　                      　㈱ ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･ﾌｧｼﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ
ディー・エヌ・ピー・コーポレーションＵＳＡ　　ディー・エヌ・ピー・アメリカ,ＬＬＣ　   　ディー・エヌ・ピー・ホールディングＵＳＡ    Corp．

（販売・サービス提供等）

（製造）

㈱アイ・エム・エス大日本
相模容器㈱
大日本カップ㈱
大日本印刷建材㈱
大日本印刷テクノパック㈱
大日本印刷テクノパック関西㈱
大日本印刷テクノパック横浜㈱
大日本エリオ㈱
大日本ポリマー㈱
ﾃﾞｨｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ産業資材㈱
㈱ＤＮＰテクノパック東海

（製造）
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２．２．２．２．経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針                        

（１）会社の経営の基本方針

　ＤＮＰグループは、２００１年に「２１世紀ビジョン」を策定し、経営理念として「２１世紀の知

的に活性化された豊かで創発的な社会に貢献する」ことを掲げました。

　創発とは、個々が刺激し合うことによって新しい価値を生み出し、それが全体に作用して、さらに

個々を高めていくという状態を意味します。私たちは、２１世紀は創発的な社会になると考えていま

す。このような「創発的な社会」では、多様な価値観を持った人々が、相互に刺激し合い、新しい価

値を創り出していきます。

　ＤＮＰグループは、この経営理念に基づいて「事業ビジョン」を策定し、コンセプトワーズとして

「Ｐ＆ＩソリューションＤＮＰ」を定めました。これは、ＤＮＰグループが創業以来培ってきた印刷

技術（Printing　Technology＝Ｐ）と１９７０年代前半から取り組み、蓄積してきた情報技術

（Information  Technology＝Ｉ）を融合させ、独自のソリューションを顧客に提供していこうとい

う意思を表しています。

　ＤＮＰグループは、顧客と生活者の課題を解決するところに利益の源泉があるとの認識をもって、

Ｐ＆Ｉソリューションに取り組んでいきます。

　また、２１世紀にふさわしい創発的な企業として、株主の皆様や顧客、生活者、社員などあらゆる

ステークホルダーから高い信頼を得られるよう企業文化の変革を進めていきます。

（２）会社の利益配分に関する基本方針

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策と位置付けています。利益の配分については、

株主の皆様へ安定配当を行うことを基本とし、業績と配当性向を勘案して実行していきます。また、

将来の事業展開に備えて、内部留保による財務体質の充実に努め、経営基盤の強化を図ります。

　内部留保金については、財務体質の強化とあわせて、今後の新製品・新技術の研究開発にかかわる

投資及び新規事業展開を図るための設備投資などへの必要資金、また、市場動向に応じた機動的な自

己株式の取得にかかわる資金等に充当いたします。これらは将来にわたる会社の体質強化と利益の向

上に寄与し、株主の皆様への利益の還元に貢献するものと考えています。

　この方針に基づき、当期の期末配当金については、１株につき２円増配し、１１円５０銭とさせて

いただく予定です。中間配当金として、９円５０銭をお支払いしていますので、当期の年間配当金は、

１株につき２１円となります。

　この結果、当期の配当性向は６８．１％となります。

　次期は、中間配当金１０円５０銭、期末配当金１０円５０銭とさせていただく予定ですので、年間

配当金は２１円となります。

（３）投資単位の引き下げに関する考え方及び方針

　当社は、株式投資単位の引き下げが、個人投資家の株式保有を促進する有効な施策であり、資本政

策上の重要課題であると考えています。
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　その実施については、投資家に対するＩＲ活動の一層の充実を図るとともに、株式市場の動向や投

資単位の趨勢などを総合的に判断して検討していきます。

（４）中長期的な会社の経営戦略

　ＤＮＰグループは、「２１世紀ビジョン」に基づき、中長期の安定的な成長を実現するため、引き続

き事業構造改革とコスト構造改革を推進していきます。

　事業構造改革については、Ｐ＆Ｉソリューションを基本として、印刷技術と情報技術を融合し、Ｄ

ＮＰグループの総合力とコーディネート機能を生かして、顧客に製品とサービスを組み合わせて提供

することによって、顧客の課題を解決していきます。さらに、印刷ビジネスのノウハウを活用して、

顧客に新しいビジネスモデルやシステムを提案していきます。

　既存事業については、将来を見据えて成長性と収益性の観点から思い切った見直しを進め、戦略分

野へ経営資源の重点配分を行い、コアとなる強みのある製品やサービスを提供していきます。

　新規事業については、先端的で独自性のある技術や製品の開発を強力に推進し、新規ビジネスの開

拓を進めるとともに、事業化のスピードアップを図っていきます。

　このような事業構造改革を促進するため、国内、海外を問わず強みを持った企業とのアライアンス

やＭ＆Ａなどにも取り組んでいきます。

　次にコスト構造改革については、常に改善に取り組み、それを維持、継続していく強い体質を持っ

た製造体制の確立を目指しています。ＤＮＰグループは、２００２年４月より「モノづくり２１活動」

を展開して、体質強化に取り組んできました。その活動の一層の強化を図るため、これまでの活動の

成果を全社的に展開することによって、歩留まりの向上やリードタイムの短縮、製品や仕掛品の削減

を促進して、コスト競争力を強化していきます。

　この他、省エネルギーや産業廃棄物削減など環境保全活動に積極的に取り組むとともに、製品設計

の段階から流通や廃棄における環境効率を重視した環境配慮製品の開発に努めていきます。また、こ

れまで蓄積してきたノウハウを生かした環境対応ビジネスの事業開発を推進して、持続可能な循環型

社会に貢献する環境経営を実践していきます。

（５）会社の経営管理組織の整備等（コーポレート・ガバナンスの充実）に関する施策

　当社は、ＤＮＰグループが法と社会倫理に基づいて行動し、良き企業市民として社会に貢献しつつ

経営理念を実現していくことを目指しています。そのためには、コーポレート・ガバナンスの充実は、

経営上の重要課題であると考えています。

　取締役会は、社外取締役１名を含む３５名で構成されており、会社の重要な業務執行の決定を行う

とともに、各取締役の職務の執行状況を監督しており、原則として月１回開催されています。

　監査役会は、社外監査役２名を含む４名で構成されており、各監査役は、本社、事業部及び子会社

に対する監査の分担など、密接に連携してその職務を遂行しています。なお、社外取締役、社外監査
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役とも、当社との利害関係はありません。

　ＤＮＰグループは、社員の行動規範として１９９２年に「大日本印刷グループ行動憲章」を制定し

ましたが、２００２年６月に「ＤＮＰグループ行動憲章」としてその内容を改訂しました。また、企

業倫理行動委員会、環境委員会、製品安全委員会、情報セキュリティ・個人情報保護推進委員会など

各種の委員会は、社会から信頼される企業づくりを目指して、それぞれの課題に対応しています。グ

ループ社員に対する法と社会倫理のより一層の定着・浸透のため、毎年集合研修やイントラネットを

活用した研修を実施し、継続的に取り組んでいます。

　２００２年１０月には、コンプライアンス体制のさらなる充実を目指して、社員の相談窓口として

「オープンドア・ルーム」を開設しました。また、昨年５月には、経営の透明性を高め、公正・公平

な業務遂行の実をより向上させるべく、本社に業務監査委員会を新たに設置し、監査部の人員を増強

するとともに、監査役との情報交換を密にすることにより、全体として監査体制の強化を図りました。

３．３．３．３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態経 営 成 績 及 び 財 政 状 態経 営 成 績 及 び 財 政 状 態経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

（１）当期の業績の概況

　当期のわが国経済は、民間設備投資や輸出の増加など一部に明るい兆しも見られましたが、個人消

費が伸び悩み、本格的な景気回復には至りませんでした。

　印刷業界においては、引き続き印刷需要の伸び悩みや原材料価格の値上がり、競争激化に伴う受注

単価の下落などの影響から、経営環境は厳しさを増しました。このような中、ＤＮＰグループは積極

的な営業活動を展開するとともに事業構造改革とコスト構造改革の２つの改革を強力に推進しました。

　その結果、当期の連結売上高は１兆３，５４１億円（前期比 3.4％増）、連結営業利益は１，０２４

億円（前期比 14.0％増）、連結経常利益は９７２億円（前期比 10.3％増）、連結当期純利益は５２９

億円（前期比 84.1％増）となりました。

　　　セグメント別の状況については、以下のとおりです。

　【印刷事業】

　　・情報コミュニケーション部門

書籍・定期刊行物関連は、長期化する出版市場の低迷により週刊誌・月刊誌などの定期刊行物、書

籍とも減少しました。

商業印刷物関連では、顧客に対する積極的な販促支援活動が寄与し、チラシ、カタログなどが増加

しました。

ビジネスフォーム関連は、パーソナルメールなどのＩＰＳやＩＣカードは好調に推移しましたが、

通帳や帳票類は不振でした。

その結果、部門全体の売上高は、６，２９８億円（前期比 1.6％増）、営業利益は、４３６億円（前

期比 9.0％増）となりました。
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　　・生活・産業部門

包装関連は、個人消費の伸び悩みもあり、紙器・紙カップは減少しましたが、ペットボトルの第一

次成型品プリフォームが大幅に伸び、軟包装材も増加しました。

建材関連は、環境・健康に配慮した新製品が増加しましたが、全体では減少しました。

産業資材関連は、普通紙ファクシミリ用インクリボンは減少しましたが、カラープリンター用イン

クリボンが増加し、また各種光学フィルムやリチウムイオン二次電池用電極材などが大幅に増加しま

した。

その結果、部門全体の売上高は、４，２６０億円（前期比 1.4％増）、営業利益は、３２４億円（前

期比 13.5％増）となりました。

　　・エレクトロニクス部門

エレクトロニクス関連は、シャドウマスクがパソコンモニター向け需要の低迷により減少し、フォ

トマスクも海外向けが伸び悩みました。一方、プロジェクションスクリーンはテレビ向け需要により

増加し、液晶カラーフィルターについても、パソコンモニター、テレビ向けが大幅に増加し、好調に

推移しました。

その結果、部門全体の売上高は、２，３６４億円（前期比 13.5％増）、営業利益は、３３０億円（前

期比 16.6％増）となりました。

　【清涼飲料事業】

　　・清涼飲料部門

新グラフィックスを導入し、コカ・コーラの販促に努めましたが、需要の減少による競争の激化と

夏場の天候不順により、販売数量は伸び悩みました。

その結果、当部門の売上高は、６９７億円（前期比 3.0％減）、営業損失は、３億円（前期は１億円

の損失）となりました。

当期の連結キャッシュ・フローについては、営業活動によって得られた資金は、税金等調整前当期

純利益が９３１億円、減価償却費８５１億円などもあり、１，６１４億円（前期比 18.2％減）となり

ました。投資活動に使用された資金は、有形固定資産の取得６６６億円、投資有価証券の取得１８７

億円などにより、９４７億円（前期比 8.4％増）となり、また、財務活動に使用された資金は、社債

発行による調達４９７億円があったものの、転換社債の償還による支出が２９６億円、自己株式の取

得２４５億円などもあり２４２億円（前期比 61.0％減）となりました。この結果、当期末の現金及び

現金同等物は前期末に比べて４０４億円増加し、２，７９３億円（前期比 16.9％増）となりました。
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　　　なお、ＤＮＰグループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期 平成１５年３月期 平成１６年３月期

株 主 資 本 比 率        　　　　（％） ６３．８ ６３．１ ６６．１ ６５．０ ６４．７

時価ベースの株主資本比率（％） ８７．２ ７６．５ ７５．３ ５８．０ ８２．５

債 務 償 還 年 数        　　　　（年） ０．７ ０．６ ０．５ ０．３ ０．４

インタレスト・カバレッジ・レシオ ７２．６ ７８．２ ９１．９ １６９．５ １３９．７

　　　（注）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

　　　　・株主資本比率 ： 株主資本 ／ 総資産

　　　　・時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額 ／ 総資産

　　　　　  　株式時価総額 ： 期末株価終値 × 期末発行済株式数（自己株式控除後）

　　　　・債務償還年数 ： 有利子負債 ／ 営業キャッシュ・フロー

　　　　　　　有利子負債      ： 連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支

　払っている全ての負債を対象としています。

　　　　　　　営業キャッシュ・フロー ： 連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

　シュ・フローを使用しています。

　　　　・インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー ／ 利払い

　　　　　　　営業キャッシュ・フロー ： 連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

　シュ・フローを使用しています。

　　　　　　　利払い ： 連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用し

　ています。

（２）次期の見通し

　今後の見通しについては、為替や海外の経済動向など、不透明な要素があり、急速な景気回復は望

めないと予想されます。

　印刷業界においても、既存市場の成長鈍化に伴う需要の伸び悩みや、競争激化による受注単価の下

落など、厳しい経営環境が続くものと思われます。このような中、ＤＮＰグループは、「２１世紀ビジ

ョン」の実現を目指し、事業構造改革とコスト構造改革をさらに強力に推進していきます。

　現段階では次期の連結売上高は１兆３，８５０億円、連結経常利益は１，０７０億円、連結当期純

利益は５４５億円を見込んでいます。
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４．４．４．４．連 結 財 務 諸 表 等連 結 財 務 諸 表 等連 結 財 務 諸 表 等連 結 財 務 諸 表 等

比 較 連 結 貸 借 対 照 表比 較 連 結 貸 借 対 照 表比 較 連 結 貸 借 対 照 表比 較 連 結 貸 借 対 照 表                                                

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　目
当連結会計年度
(１６.３.３１現在)

前 連 結 会計年度
(１５.３.３１現在)

増　　　減

【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】

流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産 （　　　７７１，９０２（　　　７７１，９０２（　　　７７１，９０２（　　　７７１，９０２    ）））） （　　　７１５，５０９（　　　７１５，５０９（　　　７１５，５０９（　　　７１５，５０９    ）））） （　　　　５６，３９３（　　　　５６，３９３（　　　　５６，３９３（　　　　５６，３９３    ））））

現 金 及 び 預 金 ２７７，３９８ ２３８，９９１ ３８，４０７

受取手形及び売掛金 ４００，１１２ ３８３，５７６ １６，５３６

有 価 証 券 ６，７０６ ５０ ６，６５６

棚 卸 資 産 ６９，９９２ ７４，７０２ △　　４，７１０

繰 延 税 金 資 産 １２，２６２ ９，８９１ 　　２，３７１

そ の 他 の 流 動 資 産 １０，２７８ １３，４７２ 　　△　　３，１９４

貸 倒 引 当 金 △　　４，８４６ △　　５，１７３ ３２７

固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産 （　　　７４１，８３２（　　　７４１，８３２（　　　７４１，８３２（　　　７４１，８３２    ）））） （　　　７３４，５１８（　　　７３４，５１８（　　　７３４，５１８（　　　７３４，５１８    ）））） （　　　　　７，３１４（　　　　　７，３１４（　　　　　７，３１４（　　　　　７，３１４    ））））

（（（（有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産                                ）））） （　　　５１３，１７５（　　　５１３，１７５（　　　５１３，１７５（　　　５１３，１７５    ）））） （　　　５４０，８７４（　　　５４０，８７４（　　　５４０，８７４（　　　５４０，８７４    ）））） （　（　（　（　　　　　△△△△　　　　２７，６９９２７，６９９２７，６９９２７，６９９    ））））

建 物 及 び 構 築 物 １７４，４９５ １８２，５２６ △　　８，０３１

機械装置及び運搬具 １９０，５２２ ２０６，１３２ △　１５，６１０

土 地 １１７，０５０ １１６，５０５ ５４５

建 設 仮 勘 定 １０，６３６ １２，４２２ △　　１，７８６

その他の有形固定資産 ２０，４７２ ２３，２８９ △　　２，８１７

（（（（無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産                                ）））） （　　　（　　　（　　　（　　　　２４，８１０　２４，８１０　２４，８１０　２４，８１０    ）））） （　　　　２８，７５５（　　　　２８，７５５（　　　　２８，７５５（　　　　２８，７５５    ）））） （　（　（　（　　　　　△△△△　　　　　３，９４５　３，９４５　３，９４５　３，９４５    ））））

ソ フ ト ウ ェ ア １５，５７３ １６，７６３ △　　１，１９０

その他の無形固定資産 ９，２３７ １１，９９２ 　△　　２，７５５

（投資その他の資産）（投資その他の資産）（投資その他の資産）（投資その他の資産） （　　　２０３，８４７（　　　２０３，８４７（　　　２０３，８４７（　　　２０３，８４７    ）））） （　　　１６４，８８９（　　　１６４，８８９（　　　１６４，８８９（　　　１６４，８８９    ）））） （　　　　３８，９５８（　　　　３８，９５８（　　　　３８，９５８（　　　　３８，９５８    ））））

投 資 有 価 証 券 １４８，５２７ ９７，１３９ ５１，３８８

長 期 貸 付 金 ８，５０６ ８，６１９ △　　　　１１３

繰 延 税 金 資 産 ２５，３８１ ４７，９８９ △　２２，６０８

その他の投資その他の資産 ３１，９６０ １９，２４９ １２，７１１

貸 倒 引 当 金 △　１０，５２７ △　　８，１０７ 　△　　２，４２０

資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計                                １，５１３，７３４１，５１３，７３４１，５１３，７３４１，５１３，７３４ １，４５０，０２７１，４５０，０２７１，４５０，０２７１，４５０，０２７ 　６３，７０７　６３，７０７　６３，７０７　６３，７０７
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　目
当連結会計年度
(１６.３.３１現在)

前 連 結 会計年度
(１５.３.３１現在)

増　　　減

【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】

流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債                                （　　　３９１，６９３（　　　３９１，６９３（　　　３９１，６９３（　　　３９１，６９３    ）））） （　　　４１７，７６０（　　　４１７，７６０（　　　４１７，７６０（　　　４１７，７６０    ）））） （　　△　２６，０６７（　　△　２６，０６７（　　△　２６，０６７（　　△　２６，０６７    ））））

支払手形及び買掛金 ２７８，３１５ ２６７，８７４ 　１０，４４１

短 期 借 入 金 ８，０３４ １０，５５８ △　　２，５２４

一年内返済長期借入金 ４，０３３ ６，４０７ △　　２，３７４

一年内償還転換社債 －－－－ ２９，６６３ △　２９，６６３

未 払 法 人 税 等 ２０，９６４ ２５，０５９ △　　４，０９５

賞 与 引 当 金 １４，８１６ １３，７４１ 　　１，０７５

繰 延 税 金 負 債 ６ ２ ４

そ の 他 の 流 動 負 債 ６５，５２５ ６４，４５６ 　１，０６９

固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債                                （　　　１１９，２７７（　　　１１９，２７７（　　　１１９，２７７（　　　１１９，２７７    ）））） （　　　　６６，８２１（　　　　６６，８２１（　　　　６６，８２１（　　　　６６，８２１    ）））） （　　　　５２，４５６（　　　　５２，４５６（　　　　５２，４５６（　　　　５２，４５６    ））））

社 債 ５０，０００ －－－－ ５０，０００

長 期 借 入 金 ９，３４２ ８，７００ 　　６４２

繰 延 税 金 負 債 ２７１ ２６５ ６

退 職 給 付 引 当 金 ５９，５７３ ５７，８１２ １，７６１

そ の 他 の 固 定 負 債 ９１ ４４ ４７

負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計                                ５１０，９７０５１０，９７０５１０，９７０５１０，９７０ ４８４，５８１４８４，５８１４８４，５８１４８４，５８１ 　２６，３８９　２６，３８９　２６，３８９　２６，３８９

【【【【少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分                                】】】】

少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分 ２４，０２８２４，０２８２４，０２８２４，０２８ ２３，３６３２３，３６３２３，３６３２３，３６３ ６６５６６５６６５６６５

【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】

資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金 １１４，４６４１１４，４６４１１４，４６４１１４，４６４ １１４，４６４１１４，４６４１１４，４６４１１４，４６４ －－－－

資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金 １４４，９０１１４４，９０１１４４，９０１１４４，９０１ １４４，８９８１４４，８９８１４４，８９８１４４，８９８ ３３３３

利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金 ７４３，３９３７４３，３９３７４３，３９３７４３，３９３ ７０５，０９９７０５，０９９７０５，０９９７０５，０９９ ３８，２９４３８，２９４３８，２９４３８，２９４

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 ２７，２７３２７，２７３２７，２７３２７，２７３ ２，５８１２，５８１２，５８１２，５８１ ２４，６９２２４，６９２２４，６９２２４，６９２

為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定 △　　４，９３５△　　４，９３５△　　４，９３５△　　４，９３５ △　　３，２００△　　３，２００△　　３，２００△　　３，２００ △　　１，７３５△　　１，７３５△　　１，７３５△　　１，７３５

自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式 △　４６，３６０△　４６，３６０△　４６，３６０△　４６，３６０ △　２１，７５９△　２１，７５９△　２１，７５９△　２１，７５９ △　２４，６０１△　２４，６０１△　２４，６０１△　２４，６０１

資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計                                ９７８，７３６９７８，７３６９７８，７３６９７８，７３６ ９４２，０８３９４２，０８３９４２，０８３９４２，０８３ ３６，６５３３６，６５３３６，６５３３６，６５３

負 債 、 少 数 株 主 持 分負 債 、 少 数 株 主 持 分負 債 、 少 数 株 主 持 分負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計

１，５１３，７３４１，５１３，７３４１，５１３，７３４１，５１３，７３４ １，４５０，０２７１，４５０，０２７１，４５０，０２７１，４５０，０２７ 　６３，７０７　６３，７０７　６３，７０７　６３，７０７



－11－

比 較 連 結 損 益 計 算 書比 較 連 結 損 益 計 算 書比 較 連 結 損 益 計 算 書比 較 連 結 損 益 計 算 書                                                

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　目 当 連 結 会 計 年 度
（１５．４．１～１６．３．３１）

前 連 結 会 計 年 度
（１４．４．１～１５．３．３１）

増　　　減

売 上 高 １，３５４，１０１ １，３０９，００２ ４５，０９９

売 上 原 価 １，０７３，１１８ １，０４３，４５６ ２９，６６２

売 上 総 利 益 ２８０，９８３ ２６５，５４６ 　１５，４３７

販売費及び一般管理費 １７８，５４５ １７５，６６５ ２，８８０

営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益 １０２，４３８１０２，４３８１０２，４３８１０２，４３８ ８９，８８１８９，８８１８９，８８１８９，８８１ 　１２，５５７　１２，５５７　１２，５５７　１２，５５７

営 業 外 収 益 （　　　　　８，２０９ ） （　　　　　７，７５７ ） （　　　　　　４５２ ）

受取利息及び配当金 ２，２８７ ２，２７９ ８

その他の営業外収益 ５，９２２ ５，４７８ ４４４

営 業 外 費 用 （　　　　１３，３７１ ） （　　　　　９，４６１ ） （　　　　３，９１０ ）

支 払 利 息 １，１７１ １，０６１ １１０

持分法による投資損失 １，９７６ ６５５ １，３２１

その他の営業外費用 １０，２２４ ７，７４５ 　　２，４７９

経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益 ９７，２７６９７，２７６９７，２７６９７，２７６ ８８，１７７８８，１７７８８，１７７８８，１７７ 　９，０９９　９，０９９　９，０９９　９，０９９

特 別 利 益 （　　　　１３，５２６ ） （　　　　　　　２４６ ） （　　　１３，２８０ ）

固 定 資 産 売 却 益 ９９１ １９３ ７９８

投資有価証券売却益 ４，７１９ ５３ ４，６６６

厚生年金基金代行部分返上益 ６，１３２ － ６，１３２

合弁事業再編受取分担金 １，６８４ － １，６８４

特 別 損 失 （　　　　１７，６６５ ） （　　　　４６，１７９ ） （　△　２８，５１４ ）

固定資産売除却損 ８，５３１ ７，３１１ １，２２０

投資有価証券売却損 ４８０ ２４９ ２３１

投資有価証券評価損 １，１０４ ２９，９１６ △　２８，８１２

関係会社株式評価損 ２８１ ３３７ △　　　　　５６

ゴルフ会員権評価損 １７ ６６ △　　　　　４９

ゴルフ会員権等貸倒引当金繰入額 ８６ ３９５ △　　　　３０９

退職給付引当金繰入額 ３，８８６ ６，０３３ △　　２，１４７

事 業 整 理 損 失 ３，０１０ － 　　　３，０１０

社 債 発 行 費 用 ２５５ － ２５５

従業員臨時退職金 １５ １，６８８ △　　１，６７３

その他の特別損失 － １８４ △　　　　１８４

税金等調整前当期純利益税金等調整前当期純利益税金等調整前当期純利益税金等調整前当期純利益 ９３，１３７９３，１３７９３，１３７９３，１３７ ４２，２４４４２，２４４４２，２４４４２，２４４ 　５０，８９３　５０，８９３　５０，８９３　５０，８９３

法人税、住民税及び事業税 ３５，０８６ ３４，２４０ 　８４６

法 人 税 等 調 整 額 ３，２５７ △　２０，４７７ ２３，７３４

少数株主利益（△損失） １，８２３ △　　　　２９３ ２，１１６

当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益 ５２，９７１５２，９７１５２，９７１５２，９７１ ２８，７７４２８，７７４２８，７７４２８，７７４ 　２４，１９７　２４，１９７　２４，１９７　２４，１９７



－12－

比較連結剰余金計算書比較連結剰余金計算書比較連結剰余金計算書比較連結剰余金計算書                                                

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　　目 当 連 結 会 計 年 度
（１５．４．１～１６．３．３１）

前 連 結 会 計 年 度
（１４．４．１～１５．３．３１）

増　　　減

【 資 本 剰 余 金 の 部 】【 資 本 剰 余 金 の 部 】【 資 本 剰 余 金 の 部 】【 資 本 剰 余 金 の 部 】

資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高 （　　　１４４，８９８（　　　１４４，８９８（　　　１４４，８９８（　　　１４４，８９８）））） （　　　１４４，８９８（　　　１４４，８９８（　　　１４４，８９８（　　　１４４，８９８）））） （　　　　　　　　　－（　　　　　　　　　－（　　　　　　　　　－（　　　　　　　　　－））））

資 本 剰 余 金 増 加 高資 本 剰 余 金 増 加 高資 本 剰 余 金 増 加 高資 本 剰 余 金 増 加 高 （　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３）））） （　　　　　　　　　－（　　　　　　　　　－（　　　　　　　　　－（　　　　　　　　　－）））） （　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３））））

自己株式処分差益 　　　　　　３ － 　　　　　　３

資本剰余金期末残高資本剰余金期末残高資本剰余金期末残高資本剰余金期末残高 （　　　１４４，９０１（　　　１４４，９０１（　　　１４４，９０１（　　　１４４，９０１）））） （　　　１４４，８９８（　　　１４４，８９８（　　　１４４，８９８（　　　１４４，８９８）））） （　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３））））

【 利 益 剰 余 金 の 部 】【 利 益 剰 余 金 の 部 】【 利 益 剰 余 金 の 部 】【 利 益 剰 余 金 の 部 】

利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高 （　　　７０５，０９９（　　　７０５，０９９（　　　７０５，０９９（　　　７０５，０９９）））） （　　　６８８，４９１（　　　６８８，４９１（　　　６８８，４９１（　　　６８８，４９１）））） （　　　　１６，６０８（　　　　１６，６０８（　　　　１６，６０８（　　　　１６，６０８））））

利 益 剰 余 金 増 加 高利 益 剰 余 金 増 加 高利 益 剰 余 金 増 加 高利 益 剰 余 金 増 加 高 （　　　　５２，９７１（　　　　５２，９７１（　　　　５２，９７１（　　　　５２，９７１）））） （　　　　３０，５９４（　　　　３０，５９４（　　　　３０，５９４（　　　　３０，５９４）））） （　　　　２２，３７７（　　　　２２，３７７（　　　　２２，３７７（　　　　２２，３７７））））

当 期 純 利 益 ５２，９７１ ２８，７７４ ２４，１９７

連結の範囲変更による
剰 余 金 増 加 高

－ １，８２０ △　　　１，８２０

利 益 剰 余 金 減 少 高利 益 剰 余 金 減 少 高利 益 剰 余 金 減 少 高利 益 剰 余 金 減 少 高 （　　　　１４，６７７（　　　　１４，６７７（　　　　１４，６７７（　　　　１４，６７７）））） （　　　　１３，９８６（　　　　１３，９８６（　　　　１３，９８６（　　　　１３，９８６）））） （　　　　　　　６９１（　　　　　　　６９１（　　　　　　　６９１（　　　　　　　６９１））））

配 当 金 １４，４６６ １３，６６８ ７９８

役 員 賞 与 ２１１ １９９ １２

連結の範囲変更による
剰 余 金 減 少 高

－ １１９ △　　　　　１１９

利益剰余金期末残高利益剰余金期末残高利益剰余金期末残高利益剰余金期末残高 （　　　７４３，３９３（　　　７４３，３９３（　　　７４３，３９３（　　　７４３，３９３）））） （　　　７０５，０９９（　　　７０５，０９９（　　　７０５，０９９（　　　７０５，０９９）））） （　　　　３８，２９４（　　　　３８，２９４（　　　　３８，２９４（　　　　３８，２９４））））



－13－

比較連結キャッシュ比較連結キャッシュ比較連結キャッシュ比較連結キャッシュ・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項　　　　　　　　　目 当連結会計年度
（１５．４．１～１６．３．３１）

前連結会計年度
（１４．４．１～１５．３．３１）

増　　　減

　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ９３，１３７ ４２，２４４ 　５０，８９３
減 価 償 却 費 ８５，１８２ ８９，２３９ △　　４，０５７
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 ２，２７６ ２，０６９ 　　　　２０７
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 １，７６１ １２，８６５ △　１１，１０４
持 分 法 投 資 損 失 １，９７６ ６５５ １，３２１
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 １，１３３ 　　　　　３６９ 　　　　　７６４
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △　　２，２８７ △　　２，２７９ △　　　　　　８
支 払 利 息 １，１７１ １，０６１ 　　　　　１１０
投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 △　　４，２３９ １９６ △　　４，４３５
投 資 有 価 証 券 評 価 損 １，１０４ ２９，９１６ △　２８，８１２
関 係 会 社 株 式 評 価 損 　　　　　 ２８１ 　　　　　 ３３７ △　　　　　５６
有 形 固 定 資 産 売 除 却 損 ７，５４０ ７，１１８ 　　　　　４２２
売 上 債 権 の 増 減 額 △　１７，５１９ ３８，８４１ △　５６，３６０
棚 卸 資 産 の 減 少 額 ４，０８５ ３，３３１ 　　　　　７５４
仕 入 債 務 の 増 加 額 １２，２４８ 　１，９４７ 　１０，３０１
そ の 他 １２，８２０ △　　６，９２９ 　１９，７４９

小　　　　　　　　計 ２００，６６９ ２２０，９８０ △　２０，３１１
従業員臨時退職金の支払額 △　　　　　１５ △　　１，６８８ １，６７３
法 人 税 等 の 支 払 額 △　３９，１６７ △　２１，８７９ △　１７，２８８
営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー １６１，４８７１６１，４８７１６１，４８７１６１，４８７ １９７，４１３１９７，４１３１９７，４１３１９７，４１３ △　３５，９２６△　３５，９２６△　３５，９２６△　３５，９２６

　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
短 期 投 資 の 純 減 少 額 ６５ ２９９ △　　　　２３４
有価証券の取得による支出 △　　６，７０３ △　　　　　５０ △　　６，６５３
有価証券の売却による収入 ５０ ３，１６０ △　　３，１１０
有形固定資産の取得による支出 △　６６，６８４ △　６５，５５４ △　　１，１３０
有形固定資産の売却による収入 ３，３０７ １，３３１ １，９７６
投資有価証券の取得による支出 △　１８，７４４ △　２４，１４１ ５，３９７
投資有価証券の売却等による収入 １１，５６３ ９，４０９ ２，１５４
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ２，４５３ ２，２７９ 　　　　　１７４
そ の 他 △　２０，０４７ △　１４，１２５ △　　５，９２２
投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー △　９４，７４０△　９４，７４０△　９４，７４０△　９４，７４０ △　８７，３９２△　８７，３９２△　８７，３９２△　８７，３９２ △　　７，３４８△　　７，３４８△　　７，３４８△　　７，３４８

　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △　　１，２７５ △　　１，３４９ 　７４
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ５，１００ ６，０００ △　　　　９００
長期借入金の返済による支出 △　　６，７３１ △　１１，２８９ 　４，５５８
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 ４９，７４５ － 　４９，７４５
転換社債の償還による支出 △　２９，６６３ △　１９，１８１ △　１０，４８２
利 息 の 支 払 額 △　　１，１５６ △　　１，１６５ ９
配 当 金 の 支 払 額 △　１４，４６３ △　１３，６６９ △　　　　７９４
少数株主への配当金の支払額 △　　　　３６０ △　　　　４３９ ７９
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △　２４，５８８ △　２１，６８８ △　　２，９００
子会社の自己株式の取得による支出 △　　１，５４７ △　　　　　　６ △　　１，５４１
そ の 他 　　　　　６９４ 　　　　　６５６ 　　　　　３８
財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー △　２４，２４４△　２４，２４４△　２４，２４４△　２４，２４４ △　６２，１３０△　６２，１３０△　６２，１３０△　６２，１３０ ３７，８８６３７，８８６３７，８８６３７，８８６
現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額 △　　２，０３１△　　２，０３１△　　２，０３１△　　２，０３１ △　　　　６４５△　　　　６４５△　　　　６４５△　　　　６４５ △　　１，３８６△　　１，３８６△　　１，３８６△　　１，３８６
現金及び現金同等物の増加額現金及び現金同等物の増加額現金及び現金同等物の増加額現金及び現金同等物の増加額 ４０，４７２４０，４７２４０，４７２４０，４７２ ４７，２４６４７，２４６４７，２４６４７，２４６ △　　６，７７４△　　６，７７４△　　６，７７４△　　６，７７４
現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高 ２３８，８９６２３８，８９６２３８，８９６２３８，８９６ １８９，６１５１８９，６１５１８９，６１５１８９，６１５ 　４９，２８１　４９，２８１　４９，２８１　４９，２８１
連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額 －－－－ ２，０３５２，０３５２，０３５２，０３５ △　　２，０３５△　　２，０３５△　　２，０３５△　　２，０３５
現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高 ２７９，３６８２７９，３６８２７９，３６８２７９，３６８ ２３８，８９６２３８，８９６２３８，８９６２３８，８９６ ４０，４７２４０，４７２４０，４７２４０，４７２
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項
　　（１）連 結 子 会 社          　７０社
　　　　　・主要会社名　　　北海道コカ・コーラボトリング㈱、ザ・インクテック㈱
　　　　　　　　　　　　　　㈱ディー･エヌ･ピー･ロジスティクス、大日本商事㈱

　　（２）持分法適用の関連会社　９社
　・主要会社名　　　教育出版㈱、ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱

　２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　（１）連 結 の 範 囲        
　　　　　・新　　　規　　　　１社　　㈱ＤＮＰデータテクノ関西

　　　　　・除　　　外　　　　３社　　㈱エフ・ディー・ピー大日本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾀﾞｲﾆｯﾎﾟﾝ･ﾌﾟﾘﾝﾃｨﾝｸﾞ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ(ﾎﾝｺﾝ)ﾘﾐﾃｯﾄﾞ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他１社

　　（２）持分法適用の範囲
　　　　　・新　　　規　　　　１社　　ｺﾝﾊﾟﾆ･ﾄﾞｩ･ﾃﾞｸｯﾌﾟ･ﾄﾞｩ･ﾙｳｪｽﾄ - ｾ･ﾃﾞ･ｵ･ｴｽ･ｱ･ｴｽ

　　　　　・除　　　外　　　な　し

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　　連結子会社のうち、北海道コカ・コーラボトリング㈱他１５社の期末決算日は１２月３１日

であるが、連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間
に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。

４．会計処理基準に関する事項
　　（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　　　・有 価 証 券      
　　　　　　　満期保有目的の債券          　　主として償却原価法
　　　　　　　そ の 他 有 価 証 券          　

　　　　　　　　　時価のあるもの　　 決算期末日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主として移動平均法により算定している。）

　　　　　　　　　時価のないもの　　 主として移動平均法による原価法

　　　　　・デリバティブ      　　　　　　　主として時価法

　　　　　・棚 卸 資 産      　　　　　　　製品・仕掛品については、主として売価還元法による原価法
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　　（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　　　・有 形 固 定 資 産         　　　当社及び国内連結子会社は、主として定率法を採用している。

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）については、定額法を採用している。
なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産について
は、主として３年間で均等償却する方法を採用している。
また在外連結子会社は、主として定額法を採用している。

　　　　　・無 形 固 定 資 産         　　　 主として定額法を採用している。
なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

　　（３）重要な引当金の計上基準
　　　　　・貸 倒 引 当 金         　　　 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　・賞 与 引 当 金         　　　 従業員に対して支給する賞与のうち、当連結会計年度に負担すべ
き支給見込額を計上している。

　　　　　・退 職給付 引 当金         　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
会計基準変更時差異については、保有株式による退職給付信託を
設定し、残額について５年による均等額を費用処理している。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定年数（主として６年）による定額法により費用処理している。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定年数（主として１１年）による定率
法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理している。
（追加情報）
当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行
部分について、平成１５年６月１日に厚生労働大臣から将来分支
給義務免除の認可を受けた。また、決算日が連結決算日と異なる
国内連結子会社１社は、平成１５年１月３０日に将来分支給義務
免除の認可を受けた。
当社及び国内連結子会社１社は「退職給付会計に関する実務指針
（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13
号）第 47-2 項に定める経過措置を適用し、当該認可の日におい
て代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅
したものとみなして会計処理した。
この結果、「厚生年金基金代行部分返上益」6,132百万円を特別
利益に計上した。
なお、当連結会計年度末における年金資産の返還相当額は、
58,161 百万円である。
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　　（４）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資からなる。

６．消費税等の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

注 記 事 項注 記 事 項注 記 事 項注 記 事 項

（連結貸借対照表関係）

当連結 会計年度 前 連 結 会 計 年 度

１．有形固定資産の減価償却累計額 913,458 百万円 890,092 百万円

２．保　証　債　務 90 百万円 94 百万円

３．受取手形割引高 1,150 百万円 1,400 百万円

４．自 己 株 式 数       33,803,271 株 18,319,543 株

（連結損益計算書関係）

当連結 会計年度 前 連結会計年度

１．研 究 開 発 費 26,050 百万円 24,097 百万円

(販売費及び一般管理費、売上原価)
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５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報
（１）事業の種類別セグメント情報

　当連結会計年度（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
情報コミュニ
ケ ー シ ョ ン 生活・産業

エレクトロ
ニ ク ス

清 涼 飲 料 計
消 去 又
は 全 社

連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益
　 売　　上　　高

(１)外部顧客に対する売上高 622,466 425,523 236,402 69,710 1,354,101 － 1,354,101
(２)セグメント間の内部売上高
　　又は振替高 7,350 543 24 － 7,917 △  7,917 －

　　　計 629,816 426,066 236,426 69,710 1,362,018 △  7,917 1,354,101

　 営　業　費　用 586,147 393,623 203,399 70,082 1,253,251 △  1,588 1,251,663

　 営　業　利　益 43,669 32,443 33,027 △  372 108,767 △  6,329 102,438

Ⅱ 資産、減価償却費及び
 　資本的支出

   資    産 489,455 395,580 291,353 46,782 1,223,170 290,564 1,513,734

   減 価 償 却 費 22,199 24,154 33,056 4,330 83,739 1,443 85,182

   資 本 的 支 出 13,726 19,777 31,578 4,176 69,257   577 69,834

　前連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
情報コミュニ
ケ ー シ ョ ン 生活・産業

エレクトロ
ニ ク ス

清 涼 飲 料 計
消 去 又
は 全 社

連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益
　 売　　上　　高

(１)外部顧客に対する売上高 611,754 417,277 208,138 71,833 1,309,002 － 1,309,002
(２)セグメント間の内部売上高
　　又は振替高 8,170 2,890 242 2 11,304 △ 11,304 －

　　　計 619,924 420,167 208,380 71,835 1,320,306 △ 11,304 1,309,002

　 営　業　費　用 579,851 391,572 180,063 72,001 1,223,487 △  4,366 1,219,121

　 営　業　利　益 40,073 28,595 28,317 △  166 96,819 △  6,938 89,881

Ⅱ 資産、減価償却費及び
 　資本的支出

   資    産 484,957 382,773 270,647 53,990 1,192,367 257,660 1,450,027

   減 価 償 却 費 24,173 26,333 32,940 3,707 87,153 2,086 89,239

   資 本 的 支 出 16,941 17,170 30,575 7,172 71,858 1,931 73,789

（２）所在地別セグメント情報
　　当連結会計年度及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの
資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも９０％を超えているため記載を省略している。

（３）海外売上高

　　
当 連 結 会 計 年 度
(15.4 .1～16.3 . 31 )

前 連 結 会 計 年 度
(14.4 .1～15.3 . 31 )

Ⅰ 海 外 売 上 高 201,368 百万円 183,996 百万円
Ⅱ 連 結 売 上 高 1,354,101 百万円 1,309,002 百万円

Ⅲ
連結売上高に占める
海 外 売 上 高 の 割 合

14.9 ％ 14.1 ％

　（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
　　　　２．連結売上高に占める割合が１０％以上のセグメントはない。
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６．リ６．リ６．リ６．リ ーーーー スススス 取取取取 引引引引

　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。

７．関７．関７．関７．関 連連連連 当当当当 事事事事 者者者者 とととと のののの 取取取取 引引引引

　　該当事項はない。

８．税８．税８．税８．税 効効効効 果果果果 会会会会 計計計計

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

当連結会計年度

（平成 16 年３月 31 日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　流動資産に属するもの
　　棚卸資産評価損 644  百万円
　　賞与引当金損金算入限度超過額 5,407
　　貸倒引当金損金算入限度超過額 1,293
　　未払事業税 1,804
　　その他 3,114

　　合　　計 12,262

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　固定資産に属するもの
　　退職給付引当金損金算入限度超過額 23,998  百万円
　　投資有価証券評価損 21,195
　　連結子会社繰越欠損金 4,713
　　貸倒引当金損金算入限度超過額 3,581
　　その他有価証券評価差額金 △ 18,761
　　その他 △  4,632

　　小　　計 30,094
　　評価性引当金 △  4,713

　　合　　計 25,381

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　流動負債に属するもの
　　その他 6  百万円

　　合　　計 6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　固定負債に属するもの
　　その他 271  百万円

　　合　　計 271

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の 100 分
の５以下であるため、その差異についての記載を省略している。

３． 地方税法等の一部を改正する法律（平成 15 年法律第９号）が平成 15 年３月 31 日に公布され
たことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税
率は、前連結会計年度の 42.0％から 40.7％に変更された。その結果、繰延税金資産の金額（繰
延税金負債の金額を控除した金額）が 266 百万円、その他有価証券評価差額金が 89 百万円そ
れぞれ減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が 177 百万円増加している。



－19－19

９．９．９．９．有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係

　　当 連 結 会 計 年 度

１． その他有価証券で時価のあるもの
　　　（平成１６年３月３１日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

種　類 取 得 原 価 連結貸借対照表
計 上 額 差　額

株　式 42,493 90,256 47,763

その他 20,903 20,934 31
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

小　計 63,396 111,190 47,794

株　式 12,220 10,629 △  1,591連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 小　計 12,220 10,629 △  1,591

合　　　計 75,616 121,819 46,203

２． 当連結会計年度中に売却したその他有価証券
　　　（自 平成１５年４月１日　至 平成１６年３月３１日）

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額

9,433 百万円 4,707 百万円 433 百万円

３． 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
　　　（平成１６年３月３１日現在）

（１） 満期保有目的の債券

非上場外国債券 3,000 百万円

そ　　の　　他 23

（２）その他有価証券

非 上 場 株 式（店頭売買株式を除く） 26,361 百万円

そ　　の　　他 16

４． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
　　　（平成１６年３月３１日現在）

１年以内
１ 年 超
５年以内

５ 年 超
10 年以内 10 年超

債　券
国　債 6,699 百万円 14,170 百万円 － 百万円 － 百万円

社　債 6 16 － －

その他 1 － 3,000 －

合　計 6,706 14,186 3,000 －
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　　前 連 結 会 計 年 度

１． その他有価証券で時価のあるもの
　　　（平成１５年３月３１日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

種　類 取 得 原 価 連結貸借対照表
計 上 額 差　額

株　式 16,474 28,148 11,675連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 小　計 16,474 28,148 11,675

株　式 42,713 35,400 △  7,313

その他 109 109 　   0
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

小　計 42,822 35,509 △  7,313

合　　　計 59,296 63,657 4,362

２． 当連結会計年度中に売却したその他有価証券
　　　（自 平成１４年４月１日　至 平成１５年３月３１日）

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額

138 百万円 50 百万円 97 百万円

３． 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
　　　（平成１５年３月３１日現在）

（１） 満期保有目的の債券

非上場外国債券 5,000 百万円

そ　　の　　他 51

（２）その他有価証券

非 上 場 株 式（店頭売買株式を除く） 24,251 百万円

そ　　の　　他 97

４． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
　　　（平成１５年３月３１日現在）

１年以内
１ 年 超
５年以内

５ 年 超
10 年以内 10 年超

債　券
社　債 － 百万円 82 百万円 － 百万円 － 百万円

その他 50 1 5,000 －

合　計 50 83 5,000 －

10101010．デ．デ．デ．デ    リリリリ    ババババ テテテテ ィィィィ ブブブブ 取取取取 引引引引

　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。
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11111111．．．．退 職 給 付退 職 給 付退 職 給 付退 職 給 付

（１）退職給付債務に関する事項
（単位：百万円）

当 連 結 会 計 年 度
（１６ ．３ ．３１　現　在  ）

前 連 結 会 計 年 度
（１５ ．３ ．３１　現　在  ）

イ．退職給付債務 △　１３２，２５６ △　２２９，６７４
ロ．年金資産 ５４，５６５ ９３，５２８
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △　　７７，６９１ △　１３６，１４６
ニ．会計基準変更時差異の未処理額 　３，５２２ １２，０６８
ホ．未認識数理計算上の差異 １４，５９６ ６９，６７７
ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） － △　　　３，３９２
ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △　　５９，５７３ △　　５７，７９３
チ．前払年金費用 － １９
リ．退職給付引当金（ト－チ） △　　５９，５７３ △　　５７，８１２

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成１５年６月１日に厚生労働大
臣から将来分支給義務免除の認可を受けた。また、決算日が連結決算日と異なる国内連結子会社１社は、平成１５
年１月３０日に将来分支給義務免除の認可を受けた。
当社及び国内連結子会社１社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委
員会報告第13号）第47-2 項に定める経過措置を適用し、当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返
還相当額の年金資産を消滅したものとみなして会計処理した。
この結果、「厚生年金基金代行部分返上益」6,132 百万円を特別利益に計上した。
なお、当連結会計年度末における年金資産の返還相当額は、58,161 百万円である。

（２）退職給付費用に関する事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当 連 結 会 計 年 度
（15.4.1～ 16.3.31）

前 連 結 会 計 年 度
（14.4.1～ 15.3.31）

イ．勤務費用 ６，６５９ ８，０６２
ロ．利息費用 ３，１３４ ５，８６６
ハ．期待運用収益 △　　　　　８０３ △　　　２，５０７
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ３，８８６ ６，０３３
ホ．数理計算上の差異の費用処理額 ７，０２６ ７，８２５
ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △　　　　　１４１ △　　　　　８４８
ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） １９，７６１ ２４，４３１
チ．厚生年金基金の代行部分返上に伴う損益 △　　　６，１３２ －

計（ト＋チ） １３，６２９ ２４，４３１

（３）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当 連 結 会 計 年 度
（15.4.1～ 16.3.31）

前 連 結 会 計 年 度
（14.4.1～ 15.3.31）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同　左

ロ．割引率 主として　２．５％ ２．５％

ハ．期待運用収益率 主として　２．０％ 主として　２．９％
ニ．過去勤務債務の額の処理年数 主として　６年

（発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定
年数による定額法）

同　左

ホ．数理計算上の差異の処理年数 主として　１１年
（発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定
年数による定率法により
翌連結会計年度から費用
処理）

同　左

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 ５年 同　左
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